
（様式６） 
判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
処分基準（不利益処分関係） 

（新規） 

資料番号 35-4 担当課 薬務衛生課 

法令名 温泉法 根拠条項 14の8-3 
不利益処

分の種類 

廃止した者等に対する措置命

令 

○温泉法（抄） （昭和二十三年七月十日法律第百二十五号） 

 
（温泉の採取の事業の廃止の届出等）  

第十四条の八  第十四条の二第一項の許可又は第十四条の五第一項の確認を受けた者は、当該許可又は確認に係る

温泉の採取の事業を廃止したときは、遅滞なく、環境省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なけ

ればならない。  

２  前項の規定による届出があつたときは、第十四条の二第一項の許可又は第十四条の五第一項の確認は、その効力

を失う。  

３  都道府県知事は、第十四条の二第一項の許可若しくは第十四条の五第一項の確認を受けた者が当該許可若しくは

確認に係る温泉の採取の事業を廃止したとき、又は第十四条の二第一項の許可を取り消したときは、当該廃止した者

又は当該許可を取り消された者に対し、当該廃止又は取消しの日から二年間は、その者が温泉の採取を行つたことに

より生ずる可燃性天然ガスによる災害の防止上必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。  

 

（温泉の採取の許可）  

第十四条の二  温泉源からの温泉の採取を業として行おうとする者は、温泉の採取の場所ごとに、環境省令で定め

るところにより、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。ただし、第十四条の五第一項の確

認を受けた者が当該確認に係る温泉の採取の場所において採取する場合は、この限りでない。  

 

（可燃性天然ガスの濃度についての確認）  

第十四条の五  温泉源からの温泉の採取を業として行おうとする者は、温泉の採取の場所における可燃性天然ガス

の濃度が可燃性天然ガスによる災害の防止のための措置を必要としないものとして環境省令で定める基準を超え

ないことについて、環境省令で定めるところにより、都道府県知事の確認を受けることができる。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


